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令和２年６月４日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成２９年（ワ）第４３５７５号 損害賠償請求事件 

口頭弁論終結日 令和２年１月２０日 

判       決 

主       文 5 

１ 被告Ｄは，原告Ａに対し，３０１９万００６５円及びこれに対する平成

２７年３月３０日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

２ 被告Ｄは，原告Ｂに対し，３０１９万００６５円及びこれに対する平成

２７年３月３０日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

３ 原告らのその余の請求をいずれも棄却する。 10 

４ 訴訟費用は，原告らに生じた費用の９分の１と被告Ｄに生じた費用の３

分の１を同被告の負担とし，その余は全て原告らの負担とする。 

５ この判決は，１項及び２項に限り，仮に執行することができる。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求   15 

１ 被告らは，原告Ａに対し，連帯して，８９１６万３１０８円及びこれに対する

平成２７年３月３０日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

２ 被告らは，原告Ｂに対し，連帯して，８９１６万３１０８円及びこれに対する

平成２７年３月３０日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 20 

１ 本件は，被告Ｄの開設する本件病院において，くも膜下出血のために入院して

いた訴訟承継前原告亡Ｃが，ＳＩＣＵからＳＨＣＵに転床後，低酸素脳症をきた

していわゆる植物状態になり（以下，この経過を「本件事故」という。），その後

に死亡したことにつき，亡Ｃの近親者であり亡Ｃの権利義務を承継した妻である

原告Ａ及び子である原告Ｂが，亡Ｃが植物状態となり死亡するに至ったのは，本25 

件病院の医師又は看護師（以下，併せて「医療従事者」という。）に，生体情報モ
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ニタのアラーム設定を誤り，これを見落した過失，鎮静剤を不適切かつ過剰に投

与した過失，亡Ｃの監視・観察を怠った過失があったほか，上記モニタ及びその

管理システムを製造・販売した被告Ｅ及び被告Ｆ（以下，両者を併せて「被告Ｅ

ら」ということがある。）に，製造物責任法における仕様設計上の欠陥ないし不法

行為における過失，同法における指示・警告・説明上の欠陥ないし不法行為にお5 

ける過失があったためであると主張し，被告Ｄに対しては債務不履行又は不法行

為（使用者責任）に基づく損害賠償請求として，被告Ｅらに対しては製造物責任

法又は不法行為（使用者責任）に基づく損害賠償請求として，原告ら各自につい

て８９１６万３１０８円及びこれらに対する本件事故の日（不法行為日）である

平成２７年３月３０日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損10 

害金の連帯支払を求める事案である。 

２ 前提事実（争いがないか，後掲の証拠により容易に認定できる。） 

 当事者 

ア 亡Ｃは昭和２３年７月２１日生まれ（本件事故当時６６歳，死亡当時７１

歳）の男性であり，原告Ａはその妻，原告Ｂはその子である。 15 

  亡Ｃ及び原告らは，平成２９年１２月２６日，本件訴訟を提起したが，亡

Ｃは，令和元年１０月１日に死亡し，原告らは亡Ｃの財産を法定相続分２分

の１ずつの割合により相続するとともに，その訴訟上の地位を承継した（甲

Ｃ２１の１～３）。 

イ 被告Ｄは，本件病院を開設する学校法人である。 20 

ウ 被告Ｅは，医療用機械器具の製造及び販売，医療用システムの設計及び販

売等を目的とする株式会社であり，被告Ｆは，医療用機械器具・システムの

販売及び賃貸借等を目的とする株式会社であり，被告Ｅの１００％子会社で

ある（甲Ｃ１５）。 

 本件病院における生体情報モニタ及び管理システムの概要 25 

ア 生体情報モニタには，患者のベッドサイドに設置して心拍数，呼吸数，体
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温等を同時連続的に測定するベッドサイドモニタと，ナースステーションに

設置して複数の患者の状態を集中的に監視し，必要に応じて記録するセント

ラルモニタがある（丙Ａ１１の１・１頁）。 

管理システムを導入することで，生体情報モニタによって計測・表示され

た情報を含めた患者に関する様々な情報を入力，集約し，病院全体で共有す5 

ること等が容易にできる（丙Ａ１４・２頁）。 

イ 本件病院では，遅くとも平成２６年から，ＳＩＣＵ（外科系の集中治療室。

なお，病棟全体を指すこともある。）及びＳＨＣＵ（外科系の高度治療室。な

お，病棟全体を指すこともある。）において，被告Ｅ製の生体情報モニタを使

用し，これらを管理するシステム（被告Ｅ製に限らない。）を導入している（争10 

いがない。）。 

具体的には，亡Ｃに対するベッドサイドモニタにつき，ＳＩＣＵではＤＳ

－８５００型を，ＳＨＣＵではＤＳ－８２００型をそれぞれ使用し，セント

ラルモニタについては，ＳＩＣＵ及びＳＨＣＵのいずれでもＤＳ－７７８０

Ｗ型を使用していた（丙Ａ８の３）。 15 

また，管理システムについては，ＳＩＣＵ及びＳＨＣＵのいずれでも被告

Ｅ製の急性期患者情報システム（Ｍｉｒｒｅｌ）及び他社製の電子カルテシ

ステムを導入していたものの，ＳＨＣＵでは医療従事者が病院内情報システ

ムに情報や指示等を入力する際に用いる情報システムとしてはＭｉｒｒｅｌ

を用いず，上記電子カルテシステムを利用していた（丙Ａ２・２頁。ただし，20 

ＳＨＣＵにおけるＭｉｒｒｅｌの利用状況については，当事者間で争いがあ

る。）。 

 診療経過（以下の月日は，特に断りのない限り，平成２７年のものである。） 

ア ３月２３日 

 亡Ｃは，自宅で後頚部痛，嘔吐等をきたしたため，本件病院を受診し，25 

各種検査の結果，くも膜下出血との診断を受け，ＳＩＣＵに入院した（乙



4 

 

Ａ１・３５７，３６９頁）。 

 本件病院の医療従事者は，亡Ｃに対し，フェンタニル，デクスメデトミ

ジン（いずれも鎮静剤）を静脈注射により投与した（乙Ａ１・３８７，３

９１，１９１９,１９２０頁）。 

 亡ＣのＳＰＯ２，呼吸数，血圧，脈拍等は，ＳＩＣＵのベッドサイドモニ5 

タ及び同病棟のナースステーションにあるセントラルモニタに表示され

る状態であったところ，本件病院の医療従事者は，ベッドサイドモニタの

アラーム設定に関し，ＳＰＯ２，ＡＰＮＥＡ（無呼吸），心拍数，血圧のア

ラームをＯＦＦにした（丙Ａ４，丙Ａ５）。なお，ベッドサイドモニタのア

ラームのうち，呼吸数，脈拍については，初めからＯＦＦであった（甲Ａ10 

１０）。 

イ ３月２４日 

 本件病院の医療従事者は，亡Ｃに対し，フェンタニル，デクスメデトミ

ジンの持続投与に加え，ミダゾラム（鎮静剤）も静脈注射により投与して

いたものの，午後３時３０分頃，デクスメデトミジン以外の静脈注射によ15 

る管理を中止し（乙Ａ１・４２９，４３１，４４８，４５０，４５１，４

５３，４７２，１９１９，１９２０頁），その夜から，ベンゾジアゼピン系

鎮静剤であるフルニトラゼパム１回２ｍｇ及びニトラゼパム１回５ｍｇ

の経口投与を開始した（乙Ａ１・４５１，１９２４頁）。 

 亡Ｃのベッドサイドモニタのアラームのうち，心拍数は午前１時２２分20 

頃から，血圧は午後９時頃から，それぞれＯＮに設定された（丙Ａ４，丙

Ａ５）。 

ウ ３月２５日 

 本件病院の医療従事者は，午前６時頃，デクスメデトミジンの投与を中

止した（乙Ａ１・４７４頁）。なお，午後９時頃，フルニトラゼパム１回２25 

ｍｇ及びニトラゼパム１回５ｍｇの経口投与は実施されている（乙Ａ１・
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１９２５，２０３８頁）。 

 亡Ｃは，同日の昼から食事を開始し（乙Ａ１・４７８，１９０９頁），午

後４時２１分頃，ＳＩＣＵからＳＨＣＵに転床した（乙Ａ１・４８９頁）。 

エ ３月２６日から２９日まで  

本件病院の医療従事者は，３月２６日から同月２９日まで，毎日午後８時5 

３０分頃から午後９時１０分頃，亡Ｃに対し，フルニトラゼパム１回２ｍｇ

及びニトラゼパム１回５ｍｇの経口投与を実施した（乙Ａ１・１９２２～１

９２６，２０５５，２０７２，２０８９，２１０５頁）。 

オ ３月３０日 

 亡Ｃは，遅くとも午前零時頃には入眠していたところ，同時刻以降，無10 

呼吸ないし頻呼吸の状態が複数回現れ，午前３時頃には一度目覚めて看護

師と会話したものの，再び入眠し，午前４時３０分頃からＳＰＯ２が９５％

を下回るようになり，午前４時４９分頃にはＳＰＯ２が８９％となった（甲

Ａ４，甲Ａ８。ただし，亡Ｃの当時の状況については，当事者間で争いが

ある。）。 15 

 本件病院の医療従事者は，午前４時５４分頃，点滴交換のために亡Ｃの

病室を訪れ，午前５時頃までに，同人が呼吸停止し，顔面蒼白であること

等を確認した後，午前５時２分頃，心肺蘇生措置を開始した（乙Ａ１・５

９８，１９１３頁）。 

 亡Ｃは，午前５時１６分頃に心拍が再開し，午前５時３６分頃に自発呼20 

吸が再開したものの（乙Ａ１・５９８，６１５，６１９頁），低酸素脳症に

よる重度意識障害（遷延性意識障害），四肢固縮が後遺し，同日に症状が固

定したとの診断を受けた（甲Ａ５・１頁，甲Ａ６，甲Ａ７）。 

 なお，亡Ｃのベッドサイドモニタのアラームの数値は，ＳＰＯ２が下限

値９０％，ＡＰＮＥＡ（無呼吸）が上限値１５秒以上，呼吸数が下限値５25 

回／分・上限値３０回／分の設定であった（甲Ａ１０，丙Ａ８の５）。 
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   カ 亡Ｃの死亡  

亡Ｃは，令和元年１０月１日，多臓器不全により死亡した（甲Ａ１８）。 

３ 争点及び争点に関する当事者の主張 

 本件病院の医療従事者に，生体情報モニタのアラーム設定を誤り，これを見

落した過失（過失１）があるか 5 

（原告らの主張）  

患者の命綱ともいうべき生体情報モニタのアラームについては，医療機関に

おいて確実な設定を行うべきといえ，本件病院においても，亡ＣをＳＩＣＵか

らＳＨＣＵに転床させるに際し，転床先のベッドサイドモニタのアラーム設定

に関し，ＳＰＯ２，ＡＰＮＥＡ（無呼吸），呼吸数のアラームをＯＮに設定する10 

予定であったのであるから，本件病院の医療従事者は，亡Ｃの転床先のベッド

サイドモニタのＳＰＯ２，ＡＰＮＥＡ（無呼吸），呼吸数のアラームがきちんと

ＯＮに設定されているかについて確認すべきであったにもかかわらず，３月２

５日，一度はＳＨＣＵのベッドサイドモニタのアラームをＯＮに設定したもの

の，その後に電子カルテシステム上で「転室・転床」操作を行った際，Ｍｉｒ15 

ｒｅｌの「ベッド移動」機能を通じてセントラルモニタの「床移動」機能が働

き，転床元のＳＩＣＵのベッドサイドモニタでＯＦＦとされていたアラームの

設定が，転床先のＳＨＣＵのベッドサイドモニタの設定に上書きされて，上記

のとおりＯＮに設定したアラーム設定がＯＦＦに変更されたことに気付かず，

また，本件事故が発生する同月３０日までの間，転床後のベッドサイドモニタ20 

のアラームがＯＦＦに設定されている旨の表示がされていたのに，これも見落

とした。 

（被告Ｄの主張）  

否認する。 

通常，ＳＩＣＵとＳＨＣＵはそれぞれ別個のサーバを有し，セントラルモニ25 

タはそれぞれのサーバで独立して管理するものであるところ，本件病院では，
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ＳＩＣＵとＳＨＣＵのサーバが１つであり，各病棟のセントラルモニタが同期

する状態であった。ＳＨＣＵのベッドサイドモニタのアラーム設定が上書きさ

れたのは，このような本件病院が把握していなかった事情によるものであり，

また，本件病院の医療従事者が，３月２５日，転床先のＳＨＣＵのベッドサイ

ドモニタのアラーム設定を一度ＯＮにしたことからしても，生体情報モニタの5 

アラーム設定を誤ったわけではない。また，生体情報モニタのアラーム設定は

ＯＮとなっているのが基本であること，亡Ｃについては血圧管理のため，アラ

ームの設定値の上下限値が重要で，こちらに意識が向きがちであったこと，ベ

ッドサイドモニタは目線より上に位置しており，その表示も小さいこと等から

すれば，本件病院の医療従事者は，アラーム設定がＯＦＦであることを認識で10 

きず，これを容易に気付くことができる状況になかった。 

 本件病院の医師に，鎮静剤を不適切かつ過剰に投与した過失（過失２）があ

るか 

（原告らの主張）  

ベンゾジアゼピン系鎮静剤（フルニトラゼパム，ニトラゼパム等）は，集中15 

治療患者に対しては，せん妄の危険因子となるため，不穏，不眠に対して使用

しないこととされ，とりわけ，フルニトラゼパムについては，特に強力な鎮静

効果を有していて，添付文書上，高齢者に対する用量は１日１ｍｇまでとされ

ていたから，本件病院の医師は，上記の場合にはこれを投与してはならず，投

与するにしても過剰な投与とならないようにすべき注意義務があったにもか20 

かわらず，３月２４日以降，ＳＩＣＵないしＳＨＣＵにおいて保存的治療を受

けていた６６歳の亡Ｃに対し，同じベンゾジアゼピン系の鎮静剤であるフルニ

トラゼパム及びニトラゼパムをそれぞれ１回２ｍｇ，１回５ｍｇの用量で連日

投与したのであり，不適切かつ過剰な投与をした。 

（被告Ｄの主張）  25 

否認する。 
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フルニトラゼパム及びニトラゼパムを併用すること自体は添付文書上禁忌

とされておらず，亡Ｃは精神科外来通院時から継続して併用していたこと，亡

Ｃがくも膜下出血の急性期の管理下にあり，再出血予防のため十分な鎮静が必

要な状態であったこと，同人が統合失調症患者で，かつ，腎機能が低下してい

たこと，食事ができる状態である一方，不穏や不眠症状，易怒性が出現してい5 

たこと，ＳＨＣＵ転床後は，主たる鎮静を，フルニトラゼパム等の経口投与に

よって実施していたこと等の事情からすれば，本件病院の医師は，亡Ｃに対し，

フルニトラゼパム及びニトラゼパムを，成人投与量の上限の範囲内で適宜増量

したものであり，不適切な投与でも過剰な投与でもない。 

 本件病院の医療従事者に，亡Ｃの監視・観察を怠った過失（過失３）がある10 

か 

（原告らの主張）  

モニタのアラーム音は患者の監視・観察における補助的手段にすぎず，モニ

タと測定値の目視確認や，巡視及び病室カメラを通じた目での状態観察が患者

観察の基本であることは論を待たないのであるから，本件病院の医療従事者は，15 

ベッドサイドモニタのアラーム音以外にも，モニタ測定値を目視で確認したり，

巡視及び病室カメラを通じて観察したりすることで，患者の異常を早期に発見

すべきであったにもかかわらず，３月３０日午前５時に至るまで，亡Ｃにつき，

午前零時以降に無呼吸になったり呼吸数が低下したりしていたこと，午前４時

４１分頃にはＳＰＯ２が９５％以下になり，午前４時４６分頃には９０％以下20 

まで達していたこと，この頃にシーソー呼吸や下顎呼吸がみられたことのいず

れも見落とした。 

（被告Ｄの主張）  

否認する。 

本件病院の医療従事者は，病室に３０分ごとにラウンドを行って亡Ｃのベッ25 

ドサイドモニタの数値を確認するとともに，ナースステーションにおいて，セ
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ントラルモニタに常に表示された状態の同人の上記数値を確認し，病室カメラ

で同人の様子を観察するなどしていた。 

 Ｍｉｒｒｅｌが「製造物」（法２条１項）に該当するか 

（原告らの主張）  

Ｍｉｒｒｅｌは，生体情報モニタとは別個の情報システムであるものの，Ｃ5 

Ｄ，ＤＶＤ，ＨＤＤないしサーバ等の動産に組み込まれて納品されている以上，

「製造された……動産」（法２条１項）に該当する。 

（被告Ｅらの主張）  

否認する。 

プログラム（情報システム）は，そもそも無体物であるところ，Ｍｉｒｒｅ10 

ｌは，ＣＤ－ＲＯＭに記憶させたプログラムを，購入した医療機関が保有する

サーバやＰＣ等の端末にインストールする（導入する）ことで利用できるもの

であって，プログラムを組み込んだ製品ではないから，「製造された……動産」

（法２条１項）には該当しない。 

 被告Ｆが「製造業者等」（法２条３項２号，３号）に該当するか 15 

（原告らの主張）  

セントラルモニタには，被告Ｆのロゴマークが表示されているから，被告Ｆ

は，「製造業者と誤認させるような氏名等を表示した者」（製造物責任法２条３

項２号）に該当する。また，被告Ｆは，被告Ｅの１００％子会社であり，都内

一部地域の販売を一手に担っていたこと，販売以外にも修理や保守点検，医療20 

機関へのトレーニング等を担当していたこと等からすれば，「実質的な製造業

者と認めることができる氏名等の表示をした者」（同条項３号）にも該当する。 

（被告Ｆの主張）  

否認する。 

被告Ｆは，被告Ｅの販売子会社であり，製造に全く関与していないことは商25 

号等からも明らかである上，Ｍｉｒｒｅｌ及びセントラルモニタの添付文書上，
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製造業者・製造販売業者が被告Ｅであることが明示されていることからすれば，

「製造業者と誤認させ」（製造物責任法２条３項２号），あるいは「実質的な製

造業者と認めることができる」（同条項３号）氏名等の表示をした者に該当し

ない。なお，原告らが指摘するロゴマークは，被告ＥあるいはＥグループ全体

のものであり，被告Ｆを単独で表示したものではない。したがって，被告Ｆは5 

「製造業者等」に該当しない。 

 Ｍｉｒｒｅｌ及びセントラルモニタに仕様設計上の欠陥があるか，被告Ｅに

仕様設計に関する不法行為上の過失（過失４）があるか 

（原告らの主張）  

生体情報モニタのアラームの誤設定は，患者に重大な健康被害を引き起こす10 

危険があるところ，被告Ｅは，医療従事者が，Ｍｉｒｒｅｌ及びセントラルモ

ニタを用いて患者を転床する場合には，転床先の生体情報モニタのアラーム設

定等が転床元のものに自動的に上書きされない仕様・設計にすべきであり，あ

るいは，事前のアラート機能や選択機能を有する仕様・設計にすべきであった。

そうであるにもかかわらず，セントラルモニタの「床移動」機能は，転床先の15 

ベッドサイドモニタで直接設定していたものを，転床元の設定に自動的に上書

きする仕様・設計であり，Ｍｉｒｒｅｌの「ベッド移動」機能は，事前に上書

きされることを知らせたり，上書きを認めるか否かの選択を表示したりするこ

となく，セントラルモニタの「床移動」機能を働かせる仕様・設計（以下，こ

れらを併せて「本件各仕様」という。）であった。このような本件各仕様は，生20 

体情報モニタ及び管理システムが通常有すべき安全性を欠くものであるから，

「欠陥」（製造物責任法２条２項）に該当する。なお，アラート機能や選択機能

は，日常的な電化製品等にも採用されている一般的な仕様・設計であり，安全

性が重視される医療機器において採用できない理由はなく，医療従事者の作業

の手間を理由に採用しない合理性もない。 25 

また，被告Ｅは，かかる欠陥を解消していなかった点につき，亡Ｃに重大な
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健康被害を引き起こさないようすべき注意義務を怠ったといえる以上，過失が

ある。 

（被告Ｅの主張）  

否認する。 

Ｍｉｒｒｅｌは，電子カルテシステム上の操作を正確にセントラルモニタに5 

反映させており，その仕様・設計に問題はない。また，セントラルモニタが集

約する個々のベッドサイドモニタの設定につき，転床時に上書きする仕様・設

計であれば，医療従事者は，転床先のベッドサイドモニタの設定を確認する作

業のみで足りるのに対し，アラート機能や選択機能を採用することは，医療従

事者の作業を増やすことになって，かえって混乱を招き，ミスを生じさせかね10 

ないことからすれば，上記仕様・設計にも問題はない。 

 Ｍｉｒｒｅｌ及びセントラルモニタに指示・警告・説明上の欠陥があるか，

被告Ｅらに指示・警告・説明に関する不法行為上の過失（過失５）があるか 

（原告らの主張）  

ア 被告Ｅは，Ｍｉｒｒｅｌ及びセントラルモニタの取扱説明書において本件15 

各仕様を明記すべきであったにもかかわらず，これを怠った。このことは，

指示・警告上の「欠陥」（法２条２項）に該当する。 

また，被告Ｅが，取扱説明書に上記指示・警告を明示しなかった点は，亡

Ｃに重大な健康被害を引き起こさないようすべき注意義務を怠ったといえ

る以上，過失がある。 20 

なお，Ｍｉｒｒｅｌ及びセントラルモニタの取扱説明書には，本件各仕様

について，各個に部分的な説明があるだけで全体的な説明がなく，もともと

非常に分かりにくい上，両取扱説明書の文言・内容からも，かかる機能を読

み取ることはできない。 

イ 被告Ｆは，本件病院に対し，Ｍｉｒｒｅｌ及びセントラルモニタを販売す25 

る際，本件各仕様について説明すべきであったにもかかわらず，これを怠っ
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た。このことは，亡Ｃに重大な健康被害を引き起こさないようすべき注意義

務を怠ったといえる以上，過失がある。 

（被告Ｅらの主張）  

次のア及びイのとおり主張するほか，（原告らの主張）ア及びイのいずれも

否認する。 5 

ア 被告Ｅは，電子カルテシステムやＭｉｒｒｅｌとセントラルモニタが連携

していて，電子カルテシステムやＭｉｒｒｅｌで行った操作がセントラルモ

ニタに反映されることをＭｉｒｒｅｌの取扱説明書に明記しており，セント

ラルモニタで「床移動」機能が働くと，転床元のベッドサイドモニタの設定

内容が，転床先のベッドサイドモニタに上書きされることを，セントラルモ10 

ニタの取扱説明書に明記している以上，指示・警告上の欠陥はなく，過失も

ない。 

イ 被告Ｆは，本件病院に対し，Ｍｉｒｒｅｌ及びセントラルモニタの各取扱

説明書の内容を説明している上，本件病院の医療従事者が，電子カルテシス

テムを用いてベッドサイドモニタの設定を含めた転床の操作を行っている15 

ことからも，過失はない。 

 過失１ないし過失５と結果との因果関係 

（原告らの主張）  

ア 本件病院の医療従事者が，フルニトラゼパム及びニトラゼパムを過剰投与

しなければ（過失２），亡Ｃは過鎮静の状態に陥ることなく，舌根沈下，呼吸20 

抑制の副作用による呼吸停止を避けることができた。また，亡Ｃは，３月３

０日午前零時以降，無呼吸を頻発しており，午前４時４６分頃にはＳＰＯ２

が９０％以下になっていたところ，本件病院の医療従事者が，生体情報モニ

タのアラーム設定を誤り，これを見落とすこと（過失１）がなく，生体情報

モニタのアラーム音に頼らなくとも，亡Ｃの状態を目視で適切に監視・観察25 

していれば（過失３），同人の呼吸停止，低酸素脳症を回避できた。 
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イ 被告Ｅが，セントラルモニタの「床移動」機能を，アラーム設定を自動的

に上書きしない仕様・設計とする，あるいは，Ｍｉｒｒｅｌの「ベッド移動」

機能を実行した場合にアラーム設定の上書きについてアラート機能や選択

機能を設ける（過失４）か，被告Ｅらが本件各仕様について指示・警告・説

明を行っていれば（過失５），本件病院の医療従事者が生体情報モニタのア5 

ラーム設定を誤ることもなく，亡Ｃの呼吸停止，低酸素脳症を回避できた。 

ウ そして，亡Ｃは，呼吸停止，低酸素脳症により，いわゆる植物状態に陥り，

これに起因する敗血症，多臓器不全によって死亡するに至ったといえ，被告

らの過失１ないし５がなければ，亡Ｃが死亡時点においてなお生存したであ

ろう高度の蓋然性があり，被告らは，過失１，過失４及び過失５の範囲にお10 

いて共同して，亡Ｃに対して損害を加えたものである。 

（被告Ｄの主張）  

次のアないしウのとおり主張するほか，（原告らの主張）ア及びウについて

いずれも否認し，争う。 

ア そもそも，心肺蘇生措置から自己心拍再開まで１４分かかっていることか15 

らすれば，心肺停止の原因は無呼吸ではない。心肺停止に陥った原因は，頭

部ＣＴ，ＭＲＩ，採血，心エコーなどから明らかな原因は不明であり，呼吸

停止に至った原因も不明である。また，亡Ｃが３月３０日午前３時に自発的

な会話をしていること，本件病院の医療従事者は，亡ＣのＳＰＯ２が８９％

となった午前４時４９分から１１分後の午前５時には対応を開始している20 

ことからすれば，アラームの設定（過失１）や監視・観察（過失３）にかか

わらず，呼吸停止，低酸素脳症を防止することはできなかった。 

イ 急変前最後の３月２９日午後９時頃に投与したフルニトラゼパム及びニ

トラゼパム（過失２）の血中濃度は，呼吸状態の変化があった同月３０日午

前４時頃の時点では既にピークを過ぎており，かつ，定常状態の最高血中濃25 

度よりも低い数値であったと考えられること，午前３時に自発的な会話が可
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能であったことからすれば，急変時は過鎮静に至っていなかった。 

ウ 亡Ｃが死亡したのは，令和元年８月以降，血尿で尿閉を来して腎機能障害

が増悪した結果，心不全，肺水腫，肺炎に陥るなど，感染症を原因として敗

血症に至ったことによるところ，同時点の感染と，既に改善を見ていた低酸

素脳症との間に直接の関わりはない。死亡診断書においても，低酸素脳症は，5 

直接には死因に関係しない傷病名として挙げられているにすぎない。 

（被告Ｅらの主張）  

（原告らの主張）イ及びウについて否認する。 

亡Ｃの転床時にベッドサイドモニタのアラーム設定が上書きされてから，本

件事故が発生するまでに４日以上あるところ，ベッドサイドモニタの画面上，10 

アラーム設定がＯＮとＯＦＦのいずれであるかの表示が明確であること，本件

病院の医療従事者が，勤務ごとにアラームを確認していたこと，医療機関にお

いては，医療機器のアラーム設定のみで患者の状態を判断すべきではないこと

からすれば，本件各仕様（過失４）や，その指示・警告・説明の在り方（過失

５）と亡Ｃに生じた結果との間に因果関係はない。 15 

 原告らの損害額 

（原告らの主張）  

ア 亡Ｃの損害（ ないし の合計）     １億５０１１万４７４３円 

 入院雑費                  ２４７万０５００円 

      日額１５００円を基準に，本件事故日から亡Ｃの死亡日までの日数（合20 

計１６４７日）を乗ずる。 

 入院付添費・付添人交通費          ６６７万１１４８円 

 ａ 入院付添費                ６１６万１１００円 

   いわゆる植物状態に陥っていた亡Ｃの身の回りの世話，拘縮予防のた

めのマッサージ，状態確認・励まし，病状説明・質問等のため，家族の25 

付添いの必要があった。 
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   日額３３００円を基準に，本件事故日から亡Ｃの死亡日までの間，原

告Ａが付き添った日数（１６３１日）及び原告Ｂが付き添った日数（２

３６日）の合計（１８６７日）を乗ずる。 

 ｂ 付添人交通費                ５１万００４８円 

   原告らは，亡Ｃへの付添いのため，本件事故日から平成２９年１０月5 

３１日までの間，２９万３２７０円を支出した。これに，上記支出額の

一日平均額を基準とし，平成２９年１１月１日から亡Ｃの死亡日までの

日数（７００日）を乗じた２１万６７７８円（＝２９万３２７０円÷９

４７日×７００日）を加える。 

 入院慰謝料                 ５７４万円 10 

  これは，本件事故日から亡Ｃの死亡日までの入院期間（５４か月）をも

とにした金額である。 

 休業損害                 １６７８万７６６７円 

亡Ｃは，本件事故以前は，家事労働全般及びマンション管理に従事して

いたところ，本件事故によりこれに従事できなくなった。 15 

賃金センサス（平成２７年男性学歴計６５～６９歳）の基礎収入額３７

２万０４００円を基準に，労働能力喪失率１００パーセントとした上で，

本件事故日から亡Ｃの死亡日までの日数（合計１６４７日）を乗ずる。 

 逸失利益                 １７８０万７５２３円 

 ａ 家事労働分               １４６３万２３５９円 20 

賃金センサス（平成２９年男性学歴計７０歳以上）の基礎収入額３６

１万２５００円を基準に，亡Ｃの同居家族の収入や保有資産等を踏まえ

て生活費控除率を３０％とした上で，中間利息の控除につき，亡Ｃの死

亡時の平均余命の２分の１相当である７年間のライプニッツ係数（５．

７８６４）を乗ずる。 25 

     ｂ 年金分                  ３１７万５１６４円 
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       亡Ｃは，年額４３万７００２円の年金を受給していたところ，これを

基準に，生活費控除率を３０％とした上で，中間利息の控除につき，亡

Ｃの死亡時の平均余命１５年間のライプニッツ係数（１０．３７９７）

を乗ずる。 

 死亡慰謝料                ４０００万円 5 

 葬儀関連費用                ２４７万０５２５円 

 カルテ開示費用                 ３万４７１１円 

 後見関係費用                    ６６２０円 

 死亡診断書費用                   ３３００円 

 実母の介護費用               ８４７万４１１９円 10 

 亡Ｃは，本件事故以前，実母の介護を担っていたところ，本件事故によ

り，これを行うことができなくなり職業介護人による介護が必要となった。

これに要した費用も，被告らの過失との間に相当因果関係がある。 

 本件係争の不当な長期化により，事件解決を見ることなく無念のうちに

死亡するに至ったことの慰謝料        ４９６４万８６３０円 15 

イ 原告Ａ       ８９１６万３１０８円 

 亡Ｃから相続した損害賠償請求権      ７５０５万７３７１円 

  １億５０１１万４７４３円（前記ア）×１／２＝７５０５万７３７１円 

 固有の慰謝料                ６００万円 

 弁護士費用                 ８１０万５７３７円 20 

ウ 原告Ｂの損害                ８９１６万３１０８円 

原告Ａの損害（前記イ）と同じ。 

（被告Ｄの主張）  

次のアないしエのとおり主張するほか，（原告らの主張）のアないしウのい

ずれも否認し，争う。 25 

ア  
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原告らの主張する慰謝料額はあまりに過大である。 

また，本件係争の不当な長期化により，事件解決を見ることなく無念のう

ちに死亡するに至ったことの慰謝料なるものは，その根拠も全く示されてお

らず，これを計上する理由はない。 

イ 入院 ）及び入院付添費・付添人交通費（原告らの5 

 

亡Ｃの入院治療費は，本件病院が，本件事故後亡Ｃが死亡するに至るまで

負担してきたものであるところ，そうであるにもかかわらず，入院雑費や入

院付添費・付添人交通費を請求するというのは明らかに不当である。 

ウ 実母の介護費用（原告らの主張ア ）について 10 

亡Ｃが，本件事故の前年に統合失調症の悪化により本件病院に入院してい

た際，実母は，一人で外出して面会に訪れていたのであるから，亡Ｃが，本

件事故以前に実母の介護を日常的に担っていたとの事実はない。 

エ 逸失利益（原告   

 て 15 

 原告らは，本件事故がなければ，亡Ｃが速やかにこれまでどおりの家事

労働に復帰できたという前提で主張するが，亡Ｃは，本件事故前から，幻

覚や妄想を訴え，医療保護入院を要するほどの統合失調症であり，労働能

力を大幅に喪失していた。さらに，くも膜下出血を発症したことも踏まえ

ると，家事労働に従事することができたとは到底考えられない。 20 

 また，原告らは，逸失利益の算定における労働能力喪失期間につき，平

均余命を基準とするものの，亡Ｃは，糖尿病及び統合失調症の基礎疾患を

有しており，平均余命を大きく下回ることは明らかである。 

（被告Ｅらの主張） 

アないしウのいずれも否認し，争う。 25 

第３ 争点に対する判断 
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 １ 認定事実 

   前提事実に加え，後掲の証拠及び弁論の全趣旨によれば，次の各事実が認めら

れ，これに反する証拠は採用できない。 

 診療経過 

ア 亡Ｃの既往症及び入院歴等 5 

 亡Ｃは，糖尿病の既往があったほか，大学生の頃（昭和４６年）に統合

失調症と診断され，以降，本件病院精神神経科や他院に定期的に通院し，

症状の再燃が認められた際には入院治療を受けるなどしていた（乙Ａ１・

１１，４５頁）。 

 亡Ｃは，平成２６年５月頃，叔父の他界，他院にて懇意にしていた看護10 

スタッフの退職といった負荷因子が重なり，幻覚妄想状態の再燃，易怒性

の高まりや攻撃的な言動が見られたため，同年７月２９日に本件病院精神

神経科に入院した。同入院中，本件病院腎臓内科の医師から糖尿病性腎症

による腎機能障害の悪化が指摘されたほか，入院当初，妄想に伴う興奮が

強く見られたことから，入院形態が医療保護入院に変更となり，また，鎮15 

静のためにフルニトラゼパム（商品名・サイレース）２ｍｇが静脈注射さ

れるなどし，その後，退院後の生活において十分な睡眠確保ができるよう

にと，入院当初から処方されていたニトラゼパム１日１回５ｍｇに加え，

フルニトラゼパムを１日１回１ｍｇ服用することとされ，同年８月３０日

に退院した後も同年１０月２３日の外来まで同様の処方が続けられた。同20 

日の外来以降，フルニトラゼパムについては，不眠時に１回１ｍｇを頓服

するように変更となったが，平成２７年３月１３日，亡Ｃが，最近眠れな

い，余っているフルニトラゼパムを服用している旨述べたことから，本件

病院精神神経科の医師は，眠れるようになれば中止するよう指摘した上で，

フルニトラゼパムを１日１回２ｍｇの容量で処方した。（乙Ａ１・１１，４25 

３，６８，７０，８４，８８，９０，１１４，１１６，１３４，１３５，
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２１０，２２９，２３０，２４４，２５１，２６９，３１１，３１２，３

１８，３１９，３２２，３３０，３３５，３５６頁） 

イ くも膜下出血の発症とＳＩＣＵへの入院（３月２３日） 

 亡Ｃは，３月２３日，自宅で後頚部痛，頭痛，嘔吐をきたしたため，本

件病院を受診したところ，脳血管障害が疑われ，各種検査等の結果，くも5 

膜下出血との診断を受け，同日午後６時頃，ＳＩＣＵに入院した（以下「本

件入院」という。 ３９１頁）。 

 本件病院脳神経外科のＧ医師は，頭部ＣＴ検査の結果，中脳前面に血腫

が限局していたこと，また，頭部３Ｄ－ＣＴＡ検査の結果，明らかな動脈

瘤を示す所見がなかったことから，中脳周囲非動脈瘤性くも膜下出血の可10 

能性があるとしたものの，確定診断はできないとして，まずは動脈瘤性の

くも膜下出血を前提に，再出血予防のため慎重な入院管理を行うこととし，

原告らにもその旨説明した（乙Ａ１・３８７，３８８，３９２，４２６頁，

乙Ａ２・１，２頁，乙Ａ４・５２頁，乙Ａ９・６頁，証人Ｇ医師４頁）。 

 亡Ｃは，同日，刺激を与えないようにと暗室管理とされ，また，降圧剤15 

のほか，鎮静剤であるフェンタニル，デクスメデトミジン（商品名・プレ

セデックス）が静脈注射により投与された（ 乙Ａ１・３

６８，３７２，３７９，３９１，３９２頁，証人Ｇ医師５頁）。 

亡Ｃは，上記鎮静剤の投与後，鎮静傾向にあったが，同日午後９時３０

分頃，精神科の薬は必要ではないのか，暗室管理のため目にあてられてい20 

たガーゼを取ることはできないのかなどとやや興奮気味に述べることが

あった（乙Ａ１・３９３頁）。 

 本件病院の医療従事者は，亡Ｃのベッドサイドモニタにつき，アラーム

が鳴り続けることによる刺激を避けるため，同日，ＳＰＯ２，ＡＰＮＥＡ

（無呼吸），心拍数，血圧のアラームをＯＦＦにした。 25 

これにより，亡Ｃのベッドサイドモニタのアラームの設定は，初めから
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ＯＦＦとなっていた呼吸数及び脈拍を含め，ＳＰＯ２，ＡＰＮＥＡ（無呼

吸），呼吸数，心拍数，血圧，脈拍のいずれもＯＦＦの状態となった。 

 （ 丙Ａ４，証人Ｇ医師５頁） 

ウ ＳＩＣＵにおける経過とアラームの設定等（３月２４日） 

 亡Ｃは，静脈注射による鎮静剤の持続的投与の影響もあり，基本的には5 

鎮静状態にあったが，時折覚醒し，３月２４日午前５時３０分過ぎ頃や午

前８時５０分頃，目にあてたガーゼをとることができないのかなどと興奮

気味に述べることがあった（乙Ａ１・４３１，４４１，４４２頁）。 

 Ｇ医師は，亡Ｃにつき，同日の頭部ＭＲＩ検査及び頭部ＣＴ検査の結果，

出血拡大は認められず，明らかな動脈瘤を示す所見も認められなかったこ10 

とから，同時点での手術の必要はないと判断し，暗室管理を解除し，ＳＩ

ＣＵから同一フロアにあるＳＨＣＵへと転床の上，安静と血圧管理は継続

して約１週間後に再検査を行う予定とした。また，亡Ｃの年齢，腎機能，

統合失調症の既往を踏まえ，静脈注射の方法による長期間の鎮静は，退院

をできなくする可能性もあることから，鎮静の方法を，本件病院精神神経15 

科で処方されていた，フルニトラゼパム，ニトラゼパムの経口投与の方法

に変更することとして，同日午後３時３０分頃，デクスメデトミジン以外

の静脈注射による管理を中止し，同日夜から，フルニトラゼパム１日１回

２ｍｇ及びニトラゼパム１日１回５ｍｇの経口投与を開始した。（前提事

甲Ｃ２，乙Ａ１・４４９～４５１，４８１頁，乙Ａ２・３，４20 

頁，乙Ａ９・４頁，証人Ｇ医師７，２４頁） 

 本件病院の看護師は，亡Ｃのベッドサイドモニタにつき，同日午前１時

２２分頃に心拍数，同日午後９時頃に血圧の上下限値に変更操作を加えた

ところ，上下限値に変更操作を加えると，アラームは自動的にＯＮとなる

仕様になっていたことから，これに伴い，上記各時刻頃，これらのアラー25 

ムの設定はＯＦＦからＯＮに変更となった。 
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これにより，亡Ｃのベッドサイドモニタのアラームの設定は，ＳＰＯ２，

ＡＰＮＥＡ（無呼吸），呼吸数，脈拍がＯＦＦ，心拍数，血圧がＯＮの状態

となった。 

   （丙Ａ４，丙Ａ５） 

 本件病院のＨ医師は，当時，本件病院の医師の間で，ＳＨＣＵでは医療5 

従事者が病院内情報システムに情報や指示等を入力する際に用いる情報

システムとしてＭｉｒｒｅｌが用いられていなかったことを理由に，ＳＩ

ＣＵからＳＨＣＵに転床する際には，バイタルに関して改めて指示を出し

直す必要があると認識されていたことから，翌日の亡Ｃの転床に備え，同

日午後９時頃，ＳＰＯ２につき，９２％未満の時は酸素マスクを容量３リ10 

ットルで開始，９０％未満の時はドクターコール，心拍数につき，４０未

満の時にドクターコール，血圧につき，収縮期血圧２００超又は８０未満

の時にドクターコールなどといった指示をした（乙Ａ１・４６１，４６２，

４６４頁，証人Ｇ医師６頁，証人Ｉ看護師１８，１９頁）。 

エ ＳＨＣＵへの転床とアラームの設定等（３月２５日） 15 

 本件病院の医師は，３月２５日午前６時頃，亡Ｃにつき，日中の覚醒を

促すため，デクスメデトミジンの投与を中止し，同日昼からは食事も開始

となった 乙Ａ１・４７４頁）。 

その後，亡Ｃには，血圧の上昇が見られ，降圧剤の増量投与がされるな

どした（乙Ａ１・４７７，４７８頁）。 20 

 本件病院の看護師は，Ｈ医師からの指示を踏まえ，亡Ｃの転床の直前，

亡Ｃの転床先となる予定のＳＨＣＵの病室のベッドサイドモニタにおい

て，ＳＰＯ２，ＡＰＮＥＡ（無呼吸），血圧，脈拍のアラームの設定を行い，

これに伴い，これらのアラームの設定はＯＮとなった（乙Ａ１０・２頁，

丙Ａ１，証人Ｉ看護師４頁）。 25 

 本件病院の医療従事者は，同日午後４時２１分頃，電子カルテ上で，Ｓ
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ＩＣＵからＳＨＣＵへの「転室・転床」の操作を行ったところ，これがＭ

ｉｒｒｅｌに反映され，Ｍｉｒｒｅｌの「ベッド移動」機能が働き，そこ

からＭｉｒｒｅｌと接続されたセントラルモニタにおいて「床移動」機能

が働き，転床元であるＳＩＣＵのベッドサイドモニタのアラームの設定が

転床先であるＳＨＣＵのベッドサイドモニタに自動的に反映され，これに5 

伴い，上記時刻頃， ＳＰＯ２，ＡＰＮＥ

Ａ（無呼吸），呼吸数，脈拍がＯＦＦ，心拍数，血圧がＯＮの状態となった。

（甲Ａ２，乙Ａ１・４８９頁，丙Ａ１，丙Ａ１０，証人Ｉ看護師５頁） 

 その後，本件病院の看護師は，亡Ｃのベッドサイドモニタにつき，同日，

脈拍の値の下限値に変更操作を加えたところ，これに伴い，脈拍のアラー10 

ムの設定はＯＦＦからＯＮに変更となった。 

  これにより，亡Ｃのベッドサイドモニタのアラームの設定は，ＳＰＯ２，

ＡＰＮＥＡ（無呼吸），呼吸数がＯＦＦ，心拍数，血圧，脈拍がＯＮの状態

となった。 

 （争いがない。） 15 

オ ３月２６日の経過 

亡Ｃは，３月２６日，頭部ＣＴ検査を受け，同検査の結果，血腫は吸収傾

向で新たな病変も認められなかったが，収縮期血圧が１４０ｍｍＨｇより高

い値で推移していることから，依然として降圧剤の持続的投与が必要な状態

にあるとされた（乙Ａ１・５１６，５２１頁）。 20 

カ ３月２７日の経過 

亡Ｃは，３月２７日，午前０時頃から１時頃にかけて覚醒し，不眠や薬剤

の追加希望を訴え，ベッド上での起き上がりが頻回になるなど不穏な言動が

見られ，同日午前中にも，膀胱留置カテーテルを抜去するなどの行動が見ら

れたことから，同日，両手にミトンが装着され，ナースコールを押すことが25 

できない状況となった（乙Ａ１・５３２，５５１頁）。 
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キ ３月２８日，２９日の経過 

 亡Ｃは，３月２８日，午前中，午後とも傾眠強く，食事中も傾眠するよ

うになり，同月２９日も，傾眠強く呂律が回らず，動作緩慢で，自力での

食事摂取が困難な状態であった。同日午後３時頃，原告Ａは看護師に対し，

亡Ｃが朦朧とした状態であることを伝えるとともに，精神薬，鎮静剤の投5 

薬状態を確認した。 

本件病院の看護師は，Ｈ医師に対し，同月２９日午後９時頃，傾眠強い

がフルニトラゼパム等を服用させてよいか問い合わせたところ，同医師は，

翌日に本件病院精神神経科の医師に意見を聞くことにするので，同日は服

用させるよう指示し，これに伴い，同日についてもフルニトラゼパム１日10 

１回２ｍｇ及びニトラゼパム１日１回５ｍｇの経口投与がされた。 

（甲Ａ１６・４頁，乙Ａ１・５６６，５６７，５８８，５９１，５９３頁）   

 本件病院においては，１日２回の看護師の各勤務交代の際，患者のベッ

ドサイドモニタのアラーム設定確認画面（この画面を開くと，測定中の全

てのパラメータが表示され，かつ，各項目につき，ＯＮであればピンク色15 

の表示，ＯＦＦであれば灰色の表示がされる。甲Ｂ１・６－５頁，甲Ｃ３

の２，丙Ａ３の３～６）を開いた上で，アラームの設定の確認行うことと

なっていたが，ＳＰＯ₂，ＡＰＮＥＡ（無呼吸），呼吸数のアラーム設定は，

本件事故に至るまでＯＦＦのまま経過した（乙Ａ１０・８頁，証人Ｉ看護

師２１，２８，２９，３１，３８，４０頁）。 20 

なお，ベッドサイドモニタの基本画面では，アラームがＯＮであれば，

測定値の右側に棒状で上下限値の表示が，ＯＦＦであれば，このような表

示はされずにマークは小さいものの，ピンク色のアラームＯＦＦマークが

表示される（甲Ｂ１・３－６，３－１２，６－７頁，甲Ｃ３の２，丙Ａ３

の１，２）。 25 

ク 本件事故当日（３月３０日）の経過 



24 

 

 亡Ｃは，遅くとも３月３０日午前零時頃には入眠していたところ，同時

刻以降，無呼吸ないし頻呼吸の状態が複数回現れた。午前３時頃には一度

目覚め，本件病院の看護師に対し，暑いのでミトンを取り外してほしい旨

述べたが，相変わらず動作は緩慢で，呂律は回っていない状態であり，本

件病院の看護師は，これを踏まえ，舌根沈下，呼吸抑制に注意し，モニタ5 

監視を継続することとした。（乙Ａ１・６１３頁） 

 亡Ｃは再び入眠したが，その後も１５秒よりも長い無呼吸，５回／分未

満の徐呼吸，３０回／分超の頻呼吸が複数回現れ，午前４時３０分頃から

はＳＰＯ２が９５％を下回り，さらに，上気道閉塞を示唆するシーソー呼

吸や下顎呼吸が見られるようになり，午前４時４９分頃にはＳＰＯ２が８10 

９％となり，以降，午前４時５０分，４時５２分にそれぞれ９１％，９０％

を示したほかは，いずれもＳＰＯ２が８９％以下で推移し，４時５４分に

８４％，４時５５分に７１％，４時５６分に１３％，４時５７分には感知

しない状態にまで至り，呼吸停止の状態となった。 

この間，本件病院の看護師は，３０分毎のラウンドに加え，ナースステ15 

ーションにおいてセントラルモニタの監視を行っていたものの，亡Ｃの呼

吸状態に関する異常に気が付かなかった。 

（甲Ａ３・９～１２頁，甲Ａ４，甲Ａ５，甲Ｃ５・６，７頁，乙Ａ１・６

２０，９８０頁） 

 本件病院の看護師は，４時５７分頃，点滴の残量アラームが鳴ったこと20 

から，点滴交換のため亡Ｃのベッドサイドへ行ったものの，すぐには亡Ｃ

の異常に気付かず，点滴交換中の４時５９分， 以降ＯＮの状態で

あった血圧に関するアラームが，亡Ｃの状態悪化に伴う血圧低下により鳴

り始めたことから，この時点で亡Ｃの異常を察知し，瞳孔確認や意識レベ

ルの確認をしたところ，瞳孔不同なし，対光反射なし，意識レベルの反応25 

もなかった。ナースステーションにいた別の看護師もセントラルモニタで
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の脈拍低下を見つけて訪室し，午前５時頃までに，亡Ｃの呼吸停止及び顔

面蒼白状態を確認した。ＳＩＣＵの看護師や当直医も駆けつけ，午前５時

２分頃から心肺蘇生措置を開始し，午前５時１６分，自己心拍が再開した。 

 その後，亡Ｃは，午前５時３６分頃に自発呼吸が再開したものの，低酸

素脳症による重度意識障害（遷延性意識障害），四肢拘縮が後遺し，同日に5 

症状が固定したとの診断を受けた。 

なお，同日におけるＳＨＣＵの患者は，亡Ｃを含めて３名であった。 

（前提事実 ，甲Ａ３・１２，１３頁，乙Ａ１・６１３，６１５

頁，乙Ａ１０・９頁，証人Ｉ看護師４０頁） 

ケ 亡Ｃの死亡 10 

亡Ｃは，その後も本件病院において入院治療を受けていたが，令和元年１

０月１日，死亡した。亡Ｃの死亡診断書には，直接死因として多臓器不全，

多臓器不全の原因として敗血症が挙げられ，直接には死因に関係しないが傷

病経過に影響を及ぼした傷病名としてくも膜下出血，低酸素脳症との記載が

ある。（甲Ａ１８） 15 

   コ 本件病院における事故調査委員会 

     本件事故の１週間後である４月６日，本件病院脳神外科部長であったＪ医

師のほか，Ｇ医師，Ｉ看護師らが参加して，本件事故に関する本件病院内に

おける事故調査委員会が開催され，本件事故により亡Ｃが心肺停止状態とな

り蘇生措置により心肺機能は再開したが，低酸素脳症による重度意識障害が20 

後遺しているとの説明の後，本件事故が発生した原因について検討が行われ，

同委員会開催時点においては，鎮静剤の投与量，急変時の看護師の対応，医

師による蘇生措置に治療上大きな問題は認められず，現在の転帰との関連性

は低いと判断するが，引き続き検討していくこと，亡Ｃの急変に気が付いた

１０分程度前から，モニタ上はＳＰＯ₂の低下があり，シーソー呼吸をして25 

いたことが確認されているが，モニタのアラームが鳴った痕跡が認められず，
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ＳＰＯ₂の低下に気付くことなく低酸素状態が継続してしまい，心肺停止及

び現在の低酸素脳症に関与している可能性が高いと判断したが，詳細なデー

タを集め再度検討すること，モニタのアラームがＯＦＦになっていた原因に

ついては，メーカーに再調査を依頼することとされた（甲Ａ５）。 

   転床元のベッドサイドモニタのアラーム設定が転床先のベッドサイドモニ5 

タに反映される際のＭｉｒｒｅｌ及びセントラルモニタの機能について 

ア Ｍｉｒｒｅｌの「ベッド移動」機能 

Ｍｉｒｒｅｌは，生体情報モニタによって計測・表示された情報を含めた

患者に関する様々な情報を入力，集約し，病院全体で共有すること等を容易

にする管理システムの一つであり，電子カルテシステムとセントラルモニタ10 

を連携，統合させる役割を担っている。 

Ｍｉｒｒｅｌの「ベッド移動」機能とは，電子カルテシステムで行った病

室の移動操作につき，これがＭｉｒｒｅｌに反映され，Ｍｉｒｒｅｌと接続

されたセントラルモニタに反映させるという一連の機能をいう。 

この点について，被告Ｄ向けに作成された取扱説明書には，ＨＩＳ（他社15 

製の電子カルテシステム）で操作した移動操作が部門システム（Ｍｉｒｒｅ

ｌ）側に反映される旨，部門システム（Ｍｉｒｒｅｌ）とセントラルモニタ

は連携されており，部門システム（Ｍｉｒｒｅｌ）で入室をしたタイミング

でセントラルモニタに自動入床する旨，その後のベッド移動や退室も反映さ

れる旨がそれぞれ記載されている。 20 

    （甲Ｂ３・４頁，乙Ａ８・３２，４３頁，丙Ａ１０・４，１５頁） 

   イ セントラルモニタの「床移動」機能 

セントラルモニタの「床移動」機能とは，患者が病室を移動した際，移動

元におけるベッドサイドモニタの設定内容が，移動先に上書きされる機能を

いい，セントラルモニタ通信の設定が行われている場合，セントラルモニタ25 

をまたいで同様の上書きが行われる。 
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この点について，本件病院のＳＩＣＵ及びＳＨＣＵで使用されていたＤＳ

－７７８０Ｗ型も含まれるＤＳ－７７００シリーズのセントラルモニタの

取扱説明書には，移動元の設定内容が，移動先に上書きされる旨，また，セ

ントラルモニタ通信の設定を行うと，ＴＣＰ／ＩＰネットワークを通じて複

数のＤＳ－７７００システムセントラルモニタ間で通信を行い，セントラル5 

モニタをまたいでの床移動又は床交換（患者情報や計測値データの移動又は

交換）を行うことができる旨，患者の入退床に当たっての注意として，床移

動を行うと，移動先の全ての設定内容が書き替えられる旨がそれぞれ記載さ

れている。 

なお，本件当時，生体情報モニタの全国シェアは，日本光電工業株式会社10 

（以下「日本光電社」という。）が約４０％（平成２６年４０．９％，平成２

７年４１．７％），被告Ｅが約２５％（平成２６年２５．１％，平成２７年２

５．３％）であったところ，日本光電社においても，セントラルモニタ間の

ベッド移動につき，転床によって転床元のベッドサイドモニタのアラーム設

定が引き継がれるという仕様が採用されていた。 15 

（甲Ｂ２・５－１９，２０頁，丙Ａ１１の１，２，丙Ａ１２の１，２，丙Ａ

１３） 

   医学的知見 

   ア くも膜下出血 

     くも膜下出血とは，その多くが脳動脈瘤破裂を原因とするくも膜下腔への20 

脳出血であり，予後不良な疾患である。くも膜下出血と診断された場合，発

症直後は再出血を予防するため，安静を保ち，侵襲的な検査や処置は避ける

べきとされ，また，再出血予防のためには，十分な鎮痛，鎮静，降圧が望ま

しいとされる。  

そのうち，出血源としての脳動脈瘤が同定されないものを中脳周囲非動脈25 

瘤性くも膜下出血といい，この場合，特別な治療は必要とされず，予後も比



28 

 

較的良好であるとされる。 

    （甲Ｂ１４，甲Ｂ１５・３３２頁，乙Ｂ１・２８頁，乙Ｂ２・１８７頁） 

   イ ベンゾジアゼピン系薬 

 ベンゾジアゼピン系薬は，ベンゾジアゼピン受容体に結合して，そのこ

とにより生じた刺激がＧＡＢＡ受容体を亢進させＧＡＢＡ系の抑制機能5 

を増強する催眠作用，抗不安作用，抗けいれん作用，筋弛緩作用を起こす

ものである。一般的な使用上の注意として，投与を中止するときは徐々に

減量する必要がある。（甲Ｂ６） 

     フルニトラゼパム 

      フルニトラゼパムとは，不眠症，麻酔前投薬に効果を有するとされるベ10 

ンゾジアゼピン系の睡眠導入剤であり，その添付文書の用法・用量の欄に

は，通常成人１回，０．５～２ｍｇを就寝前又は手術前に経口投与すると

され，年齢・症状により適宜増減するが，高齢者には１回１ｍｇまでとす

るとの記載がある。また，重大な副作用の欄には，依存性，刺激興奮，錯

乱のほか，呼吸抑制，意識障害があらわれることがあるとの記載がある。15 

（甲Ｂ５, 乙Ｂ４） 

 ニトラゼパム 

     ニトラゼパムとは，不眠症，麻酔前投薬等に効果を有するとされるベン

ゾジアゼピン系の睡眠誘導剤であり，その添付文書の用法・用量の欄には，

不眠症に用いる場合には，通常成人１回５～１０ｍｇを就寝前に経口投与20 

するとされ，年齢・症状により適宜増減するとの記載がある。また，重大

な副作用の欄には，依存性，刺激興奮のほか，呼吸抑制があらわれること

があるとの記載がある。（甲Ｂ９） 

なお，フルニトラゼパムとニトラゼパムの添付文書上，これらの併用投

与を禁止する旨の記載はない。（甲Ｂ５，甲Ｂ９） 25 

ウ ＳＰＯ２と呼吸不全 
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赤血球中のヘモグロビンの酸素結合部位が実際に酸素で占められている

割合を酸素飽和度というが，パルスオキシメーターで経皮的に測定される酸

素飽和度のことをＳＰＯ２という。ＳＰＯ₂の低下は，呼吸器合併症の判断基

準となり，基準値は９６％以上で，９５％以下で低酸素血症，９０％未満で

呼吸不全が疑われる。（甲Ｂ１３，甲Ｂ１６） 5 

２ 原告らの訴えの変更申立てに関する被告Ｄの主張について 

  被告Ｄは，原告らが令和元年１２月４日付けでした訴えの変更の申立ては，訴

えの交換的変更の趣旨であるから，従前の請求原因については取下げの効果が生

じて訴訟係属が消滅した旨主張する。 

しかし，上記申立ては，訴訟係属中に亡Ｃが死亡したため，同人の損害賠償請10 

求権を原告らが相続したことなどから，従前の主張を前提に，請求の趣旨及び損

害の内容についての請求原因を変更して，原告らの訴えを追加的に変更する趣旨

であることは明らかであるから，被告Ｄの上記主張は失当である。 

３ 本件病院の医師に，鎮静剤を不適切かつ過剰に投与した過失（過失２）がある

か について 15 

 原告らは，本件病院の医師には，集中治療患者の不穏，不眠に対して使用し

てはならないとされるベンゾジアゼピン系鎮静剤を重複投与し，フルニトラゼ

パムにつき添付文書の上限量を超過する過剰投与をした過失があると主張す

る。 

  の認定のとおり，本件病院の医師は，亡Ｃに対し，本件20 

入院中の３月２４日夜からフルニトラゼパム１日１回２ｍｇ及びニトラゼパ

ム１日１回５ｍｇの経口投与を開始し，本件事故前日の同月２９日午後９時頃

も同様の用量での投与をしているところ，フルニトラゼパムとニトラゼパムは

いずれも呼吸抑制が副作用の一つとして挙げられるベンゾジアゼピン系の睡

眠導入剤であること，フルニトラゼパムの用量につき，添付文書記載の高齢者25 

への上限量（１回１ｍｇ）（前記 ）を上回るものであること自体は原告
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ら指摘のとおりである。 

   しかしながら，本件入院中の亡Ｃにつき，頭部ＣＴ検査や３Ｄ－ＣＴＡ検査

の結果，比較的予後が良好であるとされる中脳周囲非動脈瘤性くも膜下出血の

可能性があるとはされたものの，その確定診断はできなかったことから，動脈

瘤性のくも膜下出血を前提に，再出血予防のため慎重な入院管理を行うとした5 

こと，亡Ｃには静脈注射による鎮静剤投与中にも時折不穏な言動が見られるな

どしていたこと，上記量の経口投与を開始した後の３月２７日にも不穏な言動

がみられ膀胱留置カテーテルを抜去するなどの行動が見られたことは前記１

，カの各認定のとおりであるところ，くも膜下出血につき，

その多くが予後不良で，再出血予防のためには，十分な鎮静，降圧が望ましい10 

とされていること（前記 ）や，それにもかかわらず亡Ｃには上記のとお

り不穏な言動が見られ，その原因として亡Ｃが長らく患っていた統合失調症が

少なからず影響していたと推認されることも踏まえれば，亡Ｃにつき，通常の

不眠患者への処方の場合とは異なる考慮がされてしかるべき状況にあったも

のというべきである（くも膜下出血の急性期における鎮静の際には，添付文書15 

における成人投与量の上限を上回るフルニトラゼパム１０ｍｇを静脈投与の

方法により投与すべきとする医学文献も存する（乙Ｂ３・５５４頁）。）。 

そして，フルニトラゼパムとニトラゼパムの添付文書上，これらの併用投与

を禁止する旨の記載はなく，フルニトラゼパムの成人投与量の上限は１回２ｍ

ｇ（ただし高齢者は１回１ｍｇ），ニトラゼパムの成人投与量の上限は１回１20 

０ｍｇとされていたところ ， ，亡Ｃに対する投与量は，上記

の成人投与量の上限を上回るものではなく，かつ，ニトラゼパムについては成

人投与量の上限の半分であったこと，亡Ｃに対しては，統合失調症による入院

が終了した平成２６年８月３０日から同年１０月２３日までの間，フルニトラ

ゼパム１回１ｍｇ，ニトラゼパム１回５ｍｇを併用投与したことがあるほか，25 

平成２７年３月１３日にはニトラゼパム１回５ｍｇに加え，フルニトラゼパム
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１回２ｍｇを処方したことがあ

あって，これらによって何らかの副作用が生じていたことは見受けられない。 

また， 認定のとおり，３月２８日以降，亡Ｃは，傾眠が強く，

呂律も回らない状態となり，自力での食事摂取が困難な状態となっていたもの

の，同月２９日の経口投与の時点では，依然として動脈瘤性くも膜下出血の可5 

能性を完全に否定できておらず，再出血予防のための鎮静，降圧による管理を

継続していたのであるから，本件病院の医師が，翌日に精神神経科の医師に意

見を聞くこととし，同日，上記用量にてフルニトラゼパム及びニトラゼパムを

亡Ｃに投与したことについて，不適切であったとは認めるに足りない。 

  以上によれば，本件病院の医師に，鎮静剤を不適切かつ過剰に投与した過失10 

があったとは認められない。 

４ 本件病院の医療従事者に，生体情報モニタのアラーム設定を誤り，これを見落

とした過失（過失１）があるか について 

 カ， の認定によれば，亡Ｃは，

くも膜下出血を発症して本件病院のＳＩＣＵ，ＳＨＣＵに入院していたのであ15 

るから，その病態自体からして再出血を来すなどして容体が急変する危険性が

あったばかりか，再出血を防止するために十分な鎮静が必要とされていたのに

もかかわらず，既往症である統合失調症の影響と思われる不穏な言動が見られ

たことなどから，鎮静剤として成人投与量の上限であるフルニトラゼパム１回

２ｍｇのほか，ニトラゼパム１回５ｍｇが併用投与されていたところ，これら20 

の薬剤には呼吸抑制の副作用があるとされていたから ，本

件病院の医療従事者には，亡Ｃの血圧動向に注視するのみならず，その呼吸状

態にも気を配り，それらの急激な悪化があったときには，すぐにそれらを察知

することができるように監視すべき注意義務があったというべきである。そし

て，前記１ ３月２４日午後９時頃には，Ｈ医師から，ＳＰＯ₂25 

につき９０％未満の場合はドクターコールすることなどを含めたバイタルサ
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インの上下限値に関する指示が出されていたところ，バイタルサインの把握に

ついては，看護師による見回りや目視による確認には限界があるから，医療機

器に頼らざるを得ないし，医療機器の方が経時的かつ正確にこれを把握するこ

とができるという利点があるところ，前記１ 本件病院におい

ては，１日２回，ベッドサイドモニタのアラーム設定画面を開いて，その設定5 

内容を確認するよう求められていたのであるから，本件病院の医療従事者には，

亡Ｃの急変に備え，そのベッドサイドモニタのアラームを医師の指示どおりに

設定するとともに，その設定が維持されているかについて継続的に確認すべき

注意義務があったというべきである。 

の認10 

定によれば，本件病院の看護師は，亡ＣのＳＨＣＵへの転床に伴って，一度は

Ｈ医師の指示どおりにＳＰＯ２やＡＰＮＥＡ（無呼吸）等のアラーム設定をＯ

Ｎにしたものの，その後に行われた電子カルテの転床操作によって再度ＳＰ

Ｏ₂，ＡＰＮＥＡ（無呼吸），呼吸数等のアラームがＯＦＦとなったことを看過

し，かつ，上記のとおり１日２回にわたってアラームの設定内容を確認するこ15 

とが求められていたのに，３月２５日午後４時頃に上記アラームがＯＦＦに設

定されてから同月３０日午後５時頃に亡Ｃが急変するまでの約５日間にわた

って，誰も上記アラームがＯＦＦに設定されていたことに気付かなかったので

あるから，本件病院の医療従事者には上記注意義務を怠ったことについて過失

があったと認められる。 20 

 これに対し，被告Ｄは，亡Ｃのベッドサイドモニタのアラーム設定が    

ＯＦＦに上書きされたのは，被告Ｅらが製造した医療機器に仕様設計上又は指

示・警告上の欠陥等があったからであり，被告Ｄに責任はないとか，ベッドサ

イドモニタは目線より上に位置しており，設定がＯＦＦになっていることを示

すマークも小さいことからすれば，本件病院の医療従事者が，アラーム設定に25 

つきＯＦＦであったとの認識を持つのは困難であったなどと主張する。 
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しかしながら，後記５で認定するように，被告Ｅらが製造した医療機器に仕

様設計上又は指示・警告上の欠陥等があると認めることはできないし，仮に上

記のとおり上書きされたことについて本件病院の医療従事者には認識がなく，

その責任がなかったとしても，アラームの設定内容が維持されていることを継

続的に確認すべき注意義務を免れるものではない。また，5 

によれば，アラームがＯＦＦになっていることを示すベッドサイドモニタの基

本画面上のマークは，小さいとはいえ，ピンク色で表示されていると認められ

るから，認識しにくいとはいえず，かつアラーム設定の確認にあたっては，基

本画面を確認するだけではなく，アラーム設定確認画面を開いて設定内容を確

認することが求められていたのであり，継続的なアラーム設定確認を履行して10 

いれば，それがＯＦＦになっていることは容易に気付くことができたはずであ

るから，被告Ｄの上記主張は理由がない。 

 以上によれば，本件病院の医療従事者には，

に，亡Ｃの監視・観察を怠った過失（過失３）があるか）について判断するま

でもなく，亡Ｃの呼吸状態の監視・観察に関し，アラーム設定の確認が不十分15 

であった過失があったと認められる。 

５ 被告Ｅらに対する製造物責任法又は不法行為に基づく損害賠償請求について

 

  原告らは，Ｍｉｒｒｅｌ及びセントラルモニタに用いられた本件各仕様が製造

物責任法における仕様設計上の「欠陥」に当たる，又は本件各仕様を用いたこと20 

が不法行為における「過失」に当たる旨主張する（以下，上記「欠陥」及び「過

失」を併せて「欠陥等」という。）。 

しかしながら，本件各仕様は，転床前後でアラーム等の設定値に変更がない場

合が多いことを想定し，従前の設定をそのまま引き継ぐことを基本として，変更

が必要であれば転床操作後に行えば足りるという考え方に基づいて採用されて25 

いると推認されるところ，その考え方が不合理であるとか，通常有すべき安全性
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を欠くと認めるべき根拠はないし，転床のたびに上書きの有無について確認又は

選択することは，かえって混乱を招きかねず，効率性を妨げる可能性もあるから，

本件各仕様が仕様設計上の欠陥等に当たるとは認められない。 

また，原告らは，被告Ｅらが，本件各仕様について取扱説明書に明記せず，販

売に当たっても説明しなかったことが指示・警告上の欠陥等に当たる旨主張す5 

る。 

しかしながら，被告Ｄ向けのＭｉｒｒｅｌの取扱説明書において，Ｍｉｒｒｅ

ｌとセントラルモニタは連携されており，電子カルテ上で行った転床操作がセ

ントラルモニタに反映されること，セントラルモニタの取扱説明書において，床

移動機能によって移動元の設定内容が移動先に上書きされること，その場合の10 

注意点として，移動先の全ての設定内容が書き替えられることが記載されてい

た ，これらの各取扱説明書を併せれば，

本件各仕様について説明されていたと認められる。 

これに対し，原告らは，Ｍｉｒｒｅｌとセントラルモニタの各取扱説明書に部

分的に説明があるだけでは，本件各仕様の一連の機能を読み取ることはできな15 

い旨主張するが，上記の各記載によれば，その説明内容は平易なものであって，

さして難解なところはなく，本件各仕様の機能を容易に読み取ることができる

から，原告らの上記主張は理由がない。 

よって，その余（争点 ， ）について判断するまでもなく，被告Ｅらに対す

る製造物責任法又は不法行為に基づく損害賠償請求は理由がない。 20 

 ６ 過失１ないし過失５と結果との因果関係 について 

前記４のとおり，本件病院の医療従事者には，生体情報モニタのアラーム設定

を誤り，これを見落とした過失（過失１）が認められるところ，

Ｈ医師の指示に基づくアラーム設定が維持されていれ

ば，ＳＰＯ２が９０％を下回った午前４時４９分にはアラームが鳴って亡Ｃの呼25 

吸状態の異常を察知することができ，本件病院の医療従事者により呼吸状態の改
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善が図られ，低酸素脳症に陥ることを回避することができたと考えられるから，

過失１と亡Ｃが低酸素脳症による遷延性意識障害になったこととの間には相当

因果関係が認められる。 

この点，被告Ｄは，亡Ｃが心肺停止に陥った原因は無呼吸ではなくその原因が

不明であること，午前３時に亡Ｃが自発的な会話をしていること，本件病院の医5 

療従事者が午前４時４９分から１１分後の午後５時には対応を開始しているこ

とから，アラームの設定や監視・監督にかかわらず，呼吸停止や低酸素脳症を防

止することはできなかったと主張する。しかし，前記１ ク ， ，コによれば，

３月３０日午前零時以降亡Ｃに無呼吸ないし頻呼吸の状態が数回現れ，午前３時

頃に亡Ｃが看護師にミトンを外してほしい旨を述べたものの，その動作は緩慢で10 

呂律が回っておらず看護師が舌根沈下，呼吸抑制に注意すべきと考えるような状

態であったこと，午前４時３０分頃からは上気道閉塞を示唆するシーソー呼吸や

下顎呼吸が見られるようになったこと，本件事故後の本件病院の事故調査委員会

でもＳＰＯ₂の低下に気付くことなく低酸素状態が継続したことにより心肺停止

及び現在の低酸素脳症が生じた可能性が高いと判断したことが認められ，これら15 

によれば，亡Ｃが心肺停止になった原因としては，鎮静状態下にあった状態で舌

根沈下により上気道が閉塞して，低酸素状態が継続したため呼吸停止が生じた可

能性が高いこと，午前３時以降も鎮静状態下であったこと，呼吸不全が疑われる

ＳＰＯ₂が９０％未満になった状態から１１分も経過した後に看護師や医師が対

応を開始したため救命できなかったが，これがＳＰＯ₂が９０％未満となった状20 

態から早い段階で対処していれば低酸素状態の継続はなかったと認められるこ

とからして，前記被告Ｄの主張は採用できない。 

そして，亡Ｃは，本件事故から約４年半後の令和元年１０月１日，敗血症を原

因とした多臓器不全により死亡したことは のとおりであるところ，

証拠（甲Ａ１２の１・２９０，４７３，９６６頁，甲Ａ１２の２・１０５，２８25 

４，３７６，４９３，６７７，７３１，８１６，８２１，９６２，９６９頁，甲
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Ａ１５）に照らせば，亡Ｃは遷延性意識障害を長期間患ったことによって感染し

やすくなり，その結果，敗血症を発症したと推認することができ，これを覆すに

足りる的確な証拠もないことからすれば，過失１と亡Ｃの死亡との間は相当因

果関係が認められる。 

 ７ 原告ら損害額 について 5 

   亡Ｃの損害について 

   ア 入院雑費                   ２４７万０５００円 

     亡Ｃは，本件事故によって低酸素脳症による遷延性意識障害，四肢拘縮と

いった症状が後遺し，その後も死亡するに至るまでの間，本件病院に入院し

て治療を受けていたところ，亡Ｃの症状の内容及び程度からすれば，入院治10 

療が必要であったことは明らかであるから，これに伴う入院雑費も本件事故

と相当因果関係のある損害と認められる。 

     入院雑費は１日当たり１５００円をもって相当と認め，これに本件事故日

から亡Ｃが死亡する日までの１６４７日間を乗じた２４７万０５００円を

本件事故と相当因果関係のある損害として認める。 15 

     なお，入院雑費は治療費以外に必要となる諸雑費を指すから，上記期間の

入院治療費を全て被告Ｄが負担したとしても，上記認定は左右されない。 

   イ 入院付添費・付添人交通費            ３６万０８１５円 

     入院付添費                  ３３万円 

      証拠（原告Ａ本人１０頁）及び弁論の全趣旨によれば，原告ら（特に原20 

告Ａ）は本件事故から亡Ｃが死亡するまで高頻度で本件病院を訪れ，亡Ｃ

の身の回りの世話をしていたことが認められるところ，亡Ｃの症状の内容

及び程度に照らせば，一定期間近親者が声掛けを行うなどして入院中の亡

Ｃに付き添う必要があったことは否定できない。もっとも，本件病院は，

市中の病院とは異なる大学の附属病院であって，完全看護体制がとられて25 

いるはずであるし，近親者の付添いを要する旨の医師の指示があったとも
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認めるに足りないから，本件事故と相当因果関係がある入院付添費として

は，原告らが現に亡Ｃに付き添ったうちの１００日分に限り，日額３３０

０円の限度において算定した合計３３万円（＝３３００円／日×１００日）

を認めるのが相当である。 

     付添人交通費                  ３万０８１５円 5 

      証拠（甲Ｃ７の１ないし４）によれば，原告らは，本件事故日から平成

２９年１０月３１日までの間，亡Ｃに付き添うための交通費として２９万

１８２０円を支出したことが認められるところ，

付添いの必要性を認める期間は１００日分を限度とすべきであるから，付

添人交通費としては，上記支出額の一日平均額に１００日分を乗じた３万10 

０８１５円（＝２９万１８２０円÷９４７日×１００日）をもって本件事

故と相当因果関係のある損害と認める。 

   ウ 入院慰謝料                  ５００万円 

     亡Ｃは，本件事後によって低酸素脳症による遷延性意識障害，四肢拘縮と

いった症状が後遺したところ，本件事故当日から死亡に至るまで約４年半に15 

わたり，自力で手足を動かすこともできず，意識もない状態で過ごすことを

余儀なくされたことに加え，亡Ｃの既往歴その他本件に顕れた一切の事情を

考慮すれば，同人の入院慰謝料としては５００万円をもって相当と認める。 

   エ 休業損害                  １１７７万２５３０円 

     証拠（甲Ａ１６・２頁，甲Ａ１７・２頁，乙Ａ１・１１頁，原告Ａ本人・20 

３，５，１２頁）及び弁論の全趣旨によれば，本件事故当時，亡Ｃを含む

原告ら家族においては，原告Ａ及び原告Ｂがほぼ毎日長時間にわたる就労

をし，その一方で，亡Ｃが家事を一定程度担っていたものと認められる。

本件事故前年の平成２６年には本件病院精神神経科に一月程度の入院（途25 

中から医療保護入院）を要するほどの統合失調症の再燃が見られるなどし，



38 

 

本件事故の直前にはくも膜下出血によって入院を余儀なくされていた亡

Ｃにつき，本件事故以降，どの程度の家事労働が可能であったかにつき，

必ずしも明らかでない部分も存することから，亡Ｃの休業損害を算定する

に当たっての基礎収入としては，本件事故が発生した平成２７年の賃金セ

ンサス女性学歴計・全年齢平均３７２万７１００円の７割相当額である２5 

６０万８９７０円をもって相当と認める。 

     そして，亡Ｃは，本件事故によって低酸素脳症による遷延性意識障害，

四肢拘縮に至っていることからすれば，本件事故日から死亡に至るまでの

間（１６４７日），家事労働が全くできなかったと認められ，これによれ

ば，亡Ｃの休業損害として，１１７７万２５３０円（２６０万８９７０円10 

÷３６５日×１００％×１６４７日）をもって本件事故と相当因果関係の

ある損害と認めるのが相当である。 

   オ 逸失利益                   ８７４万２５５２円 

 家事労働分                 ７０５万５３５３円 

ａ 前記エのとおり，亡Ｃは家事を一定程度担っていたと認められるもの15 

の，どの程度の家事労働が可能であったかについては，明らかでない部

分も存することから，亡Ｃの逸失利益を算定するに当たっての基礎収入

としては，令和元年の賃金センサス女性学歴計・全年齢平均３８８万円

の７割相当額である２７１万６０００円をもって相当と認める。そして，

Ｃには，統合失調症のほか，糖尿20 

病の既往があり，統合失調症につき本件事故前年の平成２６年には一月

程度の入院（途中から医療保護入院）を要するほどの再燃が見られ，糖

尿病についても，これによる腎機能障害の悪化が指摘される状況であっ

たと認められるから，就労可能年数については５年をもって相当と認め，

生活費控除率については，４０％をもって相当と認める。 25 

ｂ そうすると，亡Ｃの死亡による家事労働分の逸失利益は，７０５万５



39 

 

３５３円（＝２７１万６０００円×４．３２９５×（１－０．４））をも

って本件事故と相当因果関係のある損害と認めるのが相当である。 

     年金分                   １６８万７１９９円 

     ａ 証拠（甲Ｃ２２）によれば，亡Ｃは，年額４３万７００２円の年金を

受給していたものと認められるところ，上記既往等を踏まえても，少な5 

くとも１０年間は，上記金額の年金を受給できていたものと認めるのが

相当である。そして，生活費控除率については，これが年金であること

及びその金額に照らし，５０％をもって相当と認める。 

     ｂ そうすると，亡Ｃの死亡による年金分の逸失利益は，１６８万７１９

９円（＝４３万７００２円×７．７２１７×（１－０．５））をもって本10 

件事故と相当因果関係のある損害と認めるのが相当である。 

   カ 死亡慰謝料                 ２２００万円 

     亡Ｃにつき，本件事故によって低酸素脳症による遷延性意識障害及び四肢

拘縮といった症状が後遺し，その後死亡するに至ったことに加え，同人の家

庭環境並びに年齢，既往歴及びそれらから推認される余命その他本件に顕れ15 

た一切の事情を考慮すれば，同人の死亡慰謝料としては２２００万円をもっ

て相当と認める。 

   キ 葬儀関連費用                 １５０万円 

     本件事故と相当因果関係のある葬儀関連費用は１５０万円をもって相当

と認める。 20 

   ク カルテ開示費用                  ３万４７１１円    

     証拠（甲Ｃ８）及び弁論の全趣旨によれば，原告らは，本件病院に対し，

平成２７年６月４日，亡Ｃのカルテ等の開示費用として３万４７１１円を支

払ったことが認められ，その全額を本件事故と相当因果関係のある損害と認

める。 25 

   ケ 後見関係費用                     ６６２０円 
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     証拠（甲Ｃ１）及び弁論の全趣旨によれば，亡Ｃに対しては，遷延性意識

障害になったことを理由として，原告らの申立てにより成年後見開始の審判

がされ，同審判は平成２７年６月５日に確定したところ，原告らは，その手

続に要する費用として６６２０円を支出したことが認められるから，その全

額を本件事故と相当因果関係のある損害と認める。 5 

   コ 死亡診断書費用                    ３３００円 

     亡Ｃは，令和元年１０月１日に死亡したところ，証拠（甲Ｃ２４）によれ

ば，原告らは，同日，死亡診断書を被告Ｄから取得し，このため３３００円

を支出したことが認められるから，その全額を本件事故と相当因果関係のあ

る損害と認める。 10 

サ 実母の介護費用                       零円 

本件事故当時，亡Ｃが日常的に実母の介護全般を行っていたことを裏付け

るに足りる的確な証拠はなく，かえって証拠（乙Ａ１・２１７５頁，原告Ａ

本人１６頁）によれば，亡Ｃが平成２６年に統合失調症を再燃させて入院し

た際には実母が毎日面会に訪れていたことがうかがわれるのであって，これ15 

によれば，亡Ｃの実母が介護を要するほどの状態であったかについても定か

ではない。 

     したがって，実母の介護費用を本件事故と相当因果関係のある損害と認め

ることはできない。 

   シ 本件係争の不当な長期化により，事件解決を見ることなく無念のうちに死20 

亡するに至ったことの慰謝料                  零円 

     上記慰謝料は，上記ウ，カの入院慰謝料ないし死亡慰謝料において既に評

価されているといえるから，これを認めることはできない。 

   ス 亡Ｃの損害額合計              ５１８９万１０２８円 

以上のとおり，亡Ｃに生じた損害額は上記アないしシの合計額である５１25 

８９万１０２８円と認められる。 
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   原告Ａの損害 

   ア 亡Ｃから相続した損害賠償請求権       ２５９４万５５１４円 

     亡Ｃの妻である原告Ａは，亡Ｃの スの損害賠償請求権を法定相続分

である２分の１の割合で相続しているから，その相続分額は２５９４万５５

１４円となる。 5 

   イ 固有の慰謝料                 １５０万円 

     本件事故によって夫である亡Ｃが遷延性意識障害となり，全く意思疎通を

することができないまま亡Ｃを失ったことに加え，本件に顕れた一切の事情

を考慮すれば，原告Ａの固有の慰謝料として１５０万円を本件事故と相当因

果関係のある損害と認める。 10 

   ウ 弁護士費用                  ２７４万４５５１円 

     上記ア及びイの合計額である２７４４万５５１４円の約１割である２７

４万４５５１円をもって，本件事故と相当因果関係のある損害と認める。 

   エ 原告Ａの損害額合計            ３０１９万００６５円 

     以上のとおり，原告Ａの損害額は，上記アないしウの合計額である３０１15 

９万００６５円と認められる。 

   原告Ｂの損害 

   ア 亡Ｃから相続した損害賠償請求権       ２５９４万５５１４円    

     亡Ｃの子である原告Ｂは，亡Ｃの スの損害賠償請求権を法定相続分

である２分の１の割合で相続しているから，その相続分額は２５９４万５５20 

１４円となる。     

   イ 固有の慰謝料                 １５０万円 

     本件事故によって父である亡Ｃが遷延性意識障害となり，全く意思疎通を

することができないまま亡Ｃを失ったことに加え，本件に顕れた一切の事情

を考慮すれば，原告Ｂの固有の慰謝料として１５０万円を本件事故と相当因25 

果関係のある損害と認める。 
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   ウ 弁護士費用                  ２７４万４５５１円 

     上記ア及びイの合計額である２７４４万５５１４円の約１割である２７

４万４５５１円をもって，本件事故と相当因果関係のある損害と認める。 

   エ 原告Ｂの損害額合計           ３０１９万００６５円 

     以上のとおり，原告Ｂの損害額は，上記アないしウの合計額である３０１5 

９万００６５円と認められる。 

第４ 結論 

よって，原告らの請求は，被告Ｄに対し，原告ら各３０１９万００６５円及び

これらに対する不法行為日（本件事故の日）である平成２７年３月３０日から支

払済みまで年５分の割合による遅延損害金の支払を求める限度で理由があるか10 

ら認容し，その余は理由がないからいずれも棄却することとして（仮執行免脱宣

言は，相当ではないので付さない。），主文のとおり判決する。 

東京地方裁判所民事第３５部 
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